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働き方改革に伴う労働時間の上限規制の適用について

新技術・
新商品等
の研究開
発業務

鹿児島県
及び沖縄
県におけ
る砂糖製
造業

医師
建設
事業

自動車運
転の業務

一般
労働者

－４５４５４５４５４５
限度時間
（原則）

月

－
適用
あり

－
適用
あり

－
適用
あり

４５時間超
は６月まで

－１００１００
(注２)

１００(注

１)－１００単月上限(※)

－８０－８０
(注１)－８０

複数月
平均上限(※)

－３６０３６０３６０３６０３６０
限度時間
（原則）

年

－７２０
９６０
(※)(注３)

１,８６０
(※)(注４)

７２０９６０７２０上限

※ 休日労働も含む。
注１： 災害の復旧・復興の事業は、単月上限１００時間・複数月平均上限８０時間の規制は適用されない。
注２： 時間外・休日労働が月１００時間以上となることが見込まれる者は、３６協定に面接指導を行うこと等を定めることが必要。
注３： 医業に従事する一般の医師にかかる基準（Ａ水準）。休日労働を含む。
注４： Ｂ水準、連携Ｂ水準、Ｃ水準の指定を受けた医療機関で指定に係る業務に従事する医師にかかる基準。休日労働を含む。

面接指導、労働時間が特に長時間である場合の労働時間短縮措置、勤務間インターバルの確保等を３６協定に定めることが必要。

▸ 自動車運転者については、令和６年４月以降、年９６０時間の上限規制の適用を受ける。

▸ 一方、一般労働者に適用される、４５時間超えの上限回数（６か月まで）、単月上限（１００時間未満）、複数月平

均上限（８０時間以内）は適用がない。 ただし、この場合でも、改善基準告示に定める拘束時間を遵守する必要がある。
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▸ 時間外労働の上限規制は、月４５時間、年３６０時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年７２０
時間、単月１００時間未満（休日労働含む）、複数月平均８０時間（休日労働含む）を限度（時間外労働は３６協定
の届出が必要)

▸ 自動車運転業務従事者の時間外労働の上限時間（臨時的な特別な事情の場合）は年９６０時間とし、将来的な一
般則の適用について引き続き検討する旨を附則に規定。

▸ 自動車運転業務従事者への上限規制の適用とあわせて改善基準告示についても見直された。

時間外労働の上限規制について

おおむね
１７３時
間

１２月

法定労働時間（原則）
１日８時間
週４０時間
（月１７３時間程度
年２,０８０時間程度）

１２月

法改正後法改正前

１２月

おおむね
１７３時
間

４５時間

６月

１００時間
(休日労働含む)

自動車運転者

時間外労働

法律上の上限なし

自動車運転者

時間外労働

年９６０時間以内

４５時間

一般労働者

時間外労働

年７２０時間以内
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時間外・休日労働に関する協定届（新様式）について

労使協定

労働保険番号
法人番号の記載漏れが
多く見られます。

過半数労働組合がない場合
は民主的な手続きで選出
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時間外・休日労働に関する協定届（新様式）について



労働時間について

11

たとえば、次のような時間は労働時間に該当

① 使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられ

た所定の服装への着替え等）や業務終了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内

において行った時間

② 使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働か

ら離れることが保障されていない状態で待機等している時間（いわゆる「手待時間」）

③ 参加することが業務上義務づけられている研修・教育訓練の受講や、使用者の指示に

より業務に必要な学習等を行っていた時間

「労働時間」は、労働契約や就業規則などの定めによって決められるものではなく、

客観的に見て、労働者の行為が使用者から義務づけられたものといえるか否か等によって判断

１日の時間外労働時間から一
定時間未満の端数を日ごとに
一律で切り捨てるといった設
定は違法です



○ 拘束時間【始業から終業までの時間(休憩時間含む)】：（労使協定に基づく延長制度あり）

（１年） トラック･･･３,３００時間、バス…１年３,３００時間 or ５２週３,３００時間

（１か月）トラック…２８４時間、バス…１か月２８１時間 or ４週平均１週６５時間、タクシー…２８８時間

（１日) トラック・バス・タクシー…原則１日１３時間（最大１５時間 １４時間超は週３回までが目安）

○ 休息期間【勤務と勤務の間の時間】：継続１１時間以上与えるよう努めることを基本、９時間を下回らない

○ 運転時間：（労使協定に基づく延長制度あり）
トラック…２日平均１日９時間 / ２週間平均１週４４時間、バス…２日平均１日９時間 / ４週間平均１週４０時間

○ 連続運転時間：トラック・バス…４時間以内（高速道路の実車運行区間の連続運転時間おおむね２時間に努める）

労働基準監督署

国交省（沖縄労
働事務局運輸
部）との連携

関係労使の自主的改善努力と労働基準監督官の臨検監督等による指導▸ 令和５年自動車運転者を使用する事業場への監督指導３，７１１件 改善基準告示違反率･･･５３.
９%

① 労働基準監督署と地方運輸機関との合同による監督・監査
② それぞれの機関が把握した改善基準告示違反事案の相互通報

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）について
「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）

▸ 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、バス、タクシー、トラックなどの自動

車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、労働基準法では規制が難しい拘束時

間（始業から 終業までの時間（休憩時間を含む））、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、運転時間等の基準

を、平成元年に大臣告示として制定。

※制定以降、法定労働時間が段階的に短縮するに伴い、内容の見直しが行われ現在に至っている。
主な内容

施行



休息期間、休憩時間 拘束時間、労働時間の違い

拘束時間

労働時間と休憩時間の合計時間、すなわ

ち、始業時刻から終業時刻までの使用者に

拘束される全ての時間をいいます。

休息期間

使用者の拘束を受けない期間、つまり、

勤務と次の勤務との間にあって、休息期間

の直前の拘束時間における疲労の回復を図

るとともに、睡眠時間を含む労働者の生活

時間として、その処分が労働者の全く自由

な判断に委ねられる時間をいいます。

休憩時間や仮眠時間等とは本質的に異な

るものです。 勤務間インターバル
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働き方改革に伴う労働時間の上限規制の適用について

▸ 脳・心臓疾患の労災認定基準においては、「発症前１か月におおむね１００時間または発症前２か月間～６か月間に、
１か月あたり８０時間を超える時間外労働が認められる場合」、業務と発症との関連性が強いと評価される。

一定の労働時間以外の負荷要因

【改正前】
発症前１か月におおむね１００時間または発症前２か月間ないし
６か月間にわたって、１か月あたり８０時間を超える時間外労働が
認められる場合について業務と発症との関係が強いと評価できるこ
とを示していました。

【改正後】
上記の時間に至らなかった場合も、これに近い時間外労働を
行った場合には、「労働時間以外の負荷要因」の状況も十分に
考慮し、業務と発症との関係が強いと評価できることを明確に
しました。

長期間の過重業務の評価にあたり、労働時間と
労働時間以外の負荷要因を総合評価して労災認
定することを明確化しました

１

発症前１か月間に１００時間
または

２～６か月間平均で月８０時間を超え
る時間外労働の水準には至らないがこ
れに近い時間外労働

労働時
間業務と発症

との関連が
強いと評価

拘束時間の長い勤務

勤務時間の不規則性ௌ
௮
ৎ
৑
ਰ
ਗ
भ
଀
෰
ਏ
౤

休日のない連続勤務

勤務間インターバルが短い勤務
※「勤務間インターバル」とは、終業
から次の勤務の始業までをいいます

不規則な勤務・交替制勤務・深
夜勤務

出張の多い業務
事業場外における
移動を伴う業務 その他事業場外における移動を

伴う業務

心理的負荷を伴う業務 ※改正前の「精神的緊張を伴う業

務」の内容を拡充しました

身体的負荷を伴う業務

温度環境作業環境
※長期間の過重業務では付
加的に評価 騒音

労働時間以外の負荷要因の見直しを行い、赤字の項目を新たに
追加しました。

長期間の過重業務、短期間の過重業務の労働時
間以外の負荷要因を見直しました

２
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過重労働による健康障害の防止
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▸ 時間外・休日労働時間を削減しましょう

▸ 健康管理体制の整備・健康診断を行いましょう

▸ 長時間労働者に対し、面接指導等を実施しましょう

▸ 産業保健総合支援センター・地域産業保健センターの支援をご活用ください。



１日の休息期間、１日の拘束時間

拘束時間

１日（始業時刻から起算して２４時間をいう。）

の拘束時間は１３時間以内とし、これを延長する

場合であっても、上限は１５時間です。

※ １日の拘束時間について１３時間を超えて延長

する場合は、１４時間を超える回数をできるだけ

少なくするよう努める必要があります。

回数は１週について３回までが目安です。

休息期間

１日の休息期間は、勤務終了後、継続１１時間以上

与えるよう努めることを基本とし、継続９時間を下

回ってはなりません。（分割休息の例外制度あり）

始業
９:００

終業
２２:００

２４時間

始業
６:００

拘束１３時間 休息８時間

翌日勤務の３時間

拘束時間と休息期間は裏返しです。

たとえば、休息期間が９時間確保できない場合・・・

拘束時間 → 
１３時間（当日）＋３時間（翌日）＝１６時間（違反）



１か月 または ４週間の拘束時間

１５

【拘束

１か月 および １年 の基準を選択４週 および ５２週（３６４日）の基準を選択

【原則】
▸ 拘束時間は、

１年あたり３,３００時間以内
１か月あたり２８１時間以内
（６５時間×５２週÷１２月≒２８１．７時間）

【例外】
▸ 貸切バス等乗務員に限り労使協定があるときは、

１年あたり３,４００時間以内
１か月あたり２９４時間以内※２

▸ 原則超過は１年中６か月、連続４か月まで

【原則】
▸ 拘束時間は、

５２週（３６４日）あたり３,３００時間以内※１

４週間を平均し１週間あたり６５時間以内
（６５時間 = １３時間 ×５日）

【例外】
▸ 貸切バス等乗務員に限り労使協定があるときは

５２週（３６４日）あたり３,４００時間以内
４週間を平均し１週間あたり６８時間以内

▸ 原則超過は５２週中２４週以内、連続１６週まで

※２・・・労使協定の１か月あたりの拘束時間２９４時間について

１か月の拘束時間（法定目安）２,３４０÷１２か月＝１９５時間
１９５時間＋９９時間（時間外労働）＝ ２９４時間
※労使協定の限度時間である１か月拘束２９４時間は、１００時間以
上の時間外労働が行われない程度の水準

※これらの計算は、事業場ごとの所定労働時間、休憩時間の違いや、
月の日数の違いを考慮していないため、あくまでも「目安」である。

※１・・・１年（５２週）あたりの拘束時間３,３００時間について

１日の法定労働時間 ８時間
１日の拘束時間（法定目安）９時間（うち休憩時間１時間）
年間労働日数（法定目安）２６０日・・・５２週×５日
年間拘束時間（法定目安）９時間×２６０日＝２,３４０時間

３６協定の特別条項に基づく時間外労働の上限（年間９６０時間）を
加えて
２,３４０時間（法定目安拘束）＋９６０時間（時間外労働上限）

＝３,３００時間 （原則的な１年間の拘束時間）



拘束時間のモデル（１年／１か月の場合）

【例１】（１か月の拘束時間の原則）

【例２】（１か月の拘束時間の例外）※労使協定の締結が必要

275 275

269 269

281 281

275

281 281

269

275

269

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

月２８１時間

年３,３００時間以下かつ月２８１時間以下

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

月２９４時間

月２８１時間

年３,４００時間以下の範囲で

年間６か月まで月２９４時間まで延長可能。

281
288

271 271

294 290 290 294

281
271

288
281

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

年合計
３,４００時間

月２８１時間超えは連続４か月まで。

年合計
３,３００時間



運転時間

《運転時間》
▸ ２日を平均し１日当たり９時間以内

▸ ４週を平均し１週当たり４０時間以内
（貸切バス等乗務者については、労使協定（QRコー
ド３１ページ参照）により、５２週のうち１６週ま
では、５２週の総運転時間が２,０８０時間を超えな
い範囲内において、４週平均１週の運転時間を４４
時間まで延長することができます）

６月２７日６月２６日６月２５日

運転時間

９時間

運転時間

９時間

運転時間

１０時間

９．５時間 ９時間

Q どちらの２日平均？

A いずれもが９時間を超えた場
合に違反と判断

平均４週３週２週１週

４０時間

→ 〇

運転時間

４０時間

運転時間

３８時間

運転時間

４２時間

運転時間

４０時間

４４時間
→ △
協定次第

運転時間

４４時間

運転時間

４２時間

運転時間

４６時間

運転時間

４４時間

４５時間

→ ×

運転時間

４６時間

運転時間

４６時間

運転時間

４４時間

運転時間

４４時間

特定の日（曜日）を起算

改善基準



連続運転時間

▸ ４時間以内

▸ 運転開始後４時間以内又は４時間経過直後に、３０分以上運転を中断して、休憩等を確保しなければな
りません。（運転の中断は、１回が連続１０分以上とした上で分割することもできます）

（例外：軽微な移動・・・消防車、救急車等の緊急通行車両の通行に伴い、又は他の車両の通行の妨げを
回避するため、駐車又は停車した自動車を予定された位置から移動させること）
※次の①～③等の軽微な移動の事実を、運転日報上の記録等により確認できるようにすること
① 移動前後の場所 ② 移動が必要となった理由 ③ 移動に要したおおむねの時間数



予期し得ない事象への対応時間の取扱い（新設）

▸ バス運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象に遭遇し、運行が遅延した場合、１日の拘束時間、
運転時間（２日平均）、連続運転時間から、予期し得ない事象への対応時間を除くことができます。
▸ この場合、勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続１１時間以上与えるよう努めることを基本とし、
継続９時間を下回らない）を与えることが必要です。
※ １か月の拘束時間等の他の規定からは、予期し得ない事象への対応時間を除くことはできません。
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予期し得ない事象への対応時間の取扱い

〈 ポイント 〉 予期し得ない事象への対応時間の考え方 １、２の両方の要件を満たす時間
１次のいずれかの事象により生じた運行の遅延に対応するための時間であること。
① 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。
② 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと。
③ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと。
④ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと。
※  当該事象は「通常予期し得ない」ものである必要があり、例えば、平常時の交通状況等から事前に発
生を予測することが可能な道路渋滞等は、これに該当しません。

２ 客観的な記録により確認できる時間であること。
①と②の両方の記録により、当該事象が発生した日時等を客観的に確認できること
① 運転日報上の記録

・ 対応を行った場所・ 予期し得ない事象に係る具体的事由・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した
時刻や所要時間数
② 客観的な資料

ア 修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等
イ フェリー運航会社等のホームページに掲載されたフェリー欠航情報の写し
ウ 公益財団法人日本道路交通情報センター等のホームページに掲載された道路交通情報の写し
エ 気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等に関する気象情報等の写し
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